









































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































ティ活動事業（Community Action Program）」「モデル都市事業（Model Cities
 
Program）」も、連邦政府による補助金を使ったコミュニティ支援策であった。西
尾勝『権力と参加』（東京大学出版会、1975年）。
(77) もっとも、町内会・自治会に地区の未来を決めるような権限を与えてよいかと
いう疑問があるかもしれない。この点については、提案に対する賛同者リストの提
出を義務付けることで、民主的運営を保障する一定の歯止めにはなるだろう。さら
に、住民組織を再編し、役員の選挙制、リコール制導入、会計情報の公開や外部監
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実際、まちづくり分野では、法制度上NPOに提案権が与えられ、福祉
分野でも自治体内を細分化し、地区ごとに計画が作られ始めている。個別
の行政分野では、すでに実績が現れ始めているのである。地区ごとに提案
が出てくるとなれば、自治体も地区ごとの計画を充実せざるをえなくな
る。行政が予め素案を作って、地区ごとに提案することになれば、議論は
活性化するだろう。高齢化、人口減社会においては、深刻な議論が生じる
可能性もあるが、そもそもそれは不可避の課題であったはずである。議会
からは代表民主主義に反するという批判が起こりうる。しかし、これまで
も計画策定は、執行機関で行われてきたことである。議会改革が進み、議
会独自の計画策定を行うようになれば、議会から地区ごとの計画を提案し
てもよいだろう。
結び
本来、自治体議会こそが、住民参加を進めるべきである。しかし、自治
体議会の多くは動かない。むしろ、議会への不信は強まっている。では首
長以下、執行機関はどうか。これもまた、住民からの信頼を克ちえていな
い。首長たちが危惧している、住民からの減税要求は、税の使い方への不
信であり、すなわち執行機関への不信でもある。代表民主主義は空洞化し
ているのであり、住民の直接参加の議論が登場するのは、民主主義を機能
させるための正常な復元作用である。
しかし、日本社会では政治と住民の間に断絶がある。代表民主主義を担
う政治家は、一般住民から敬遠される対象となっている、というのは言い
過ぎであろうか。少なくとも、尊敬される対象とはなり得ていない。政治
家には、本来、多様な住民意見を引き出しつつ、調整し、進むべき方向を
指し示す能力が求められるが、いまはそれがない。あらゆる場で多くの住
査などの義務付けも、検討してもよいかもしれない。
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民が意見を出し合い、住民間の真剣な協議が行われ、議員がその場に登場
するようになれば、議員も本当の意味で住民代表としての力を鍛えられる
だろう。住民参加を進めることは、政治家、ひいては政治そのものの信頼
を取り戻す作業を行うことを意味している。
民主的な政治の本質は、充実した住民間協議にある。そして、住民が課
題を認識し、解決方法も納得したならば課題解決に向けた協力も、するに
違いない。やがて自主的に行動する必要性への認識も、住民たちのあいだ
に生まれてくるのではないか。自治、すなわち地域における自己決定、自
己責任は、住民自身のこうした活動をもとにして醸成されるものだ、と考
(78)
える。
脚注に挙げたもの以外の参考論文・著書は以下のとおり
?参考論文>
今井照「市民参加の論点」（『住民参加の考え方、すすめ方』（公職研、2003年））
今里佳奈子「地域社会のメンバー」（森田朗編『分権と自治のデザイン 新しい自治
体の設計１』（有斐閣、2003年））
金井利之「戦後日本の自治体行政と住民活動」（西尾隆編『住民・コミュニティと協
働 自治体改革９』（ぎょうせい、2004年））
小原隆治「地域と公共性」（齋藤純一編『公共性の政治理論』（ナカニシヤ出版、2010
年））
辻山幸宣「自治基本条例の設計」（『自治基本条例・参加条例の考え方、作り方』（公
職研、2002年））
玉野和志「コミュニティからパートナーシップへ」（羽貝正美編『自治と参加・協働』
（学芸出版社、2007年））
人見剛「住民参政・参加制度の歴史的展開」（人見剛、辻山幸宣編『協働型の制度づ
くりと政策形成』（ぎょうせい、2000年））
?参考著書>
会津若松市議会編『議会からの政策形成』（ぎょうせい、2010年）
阿部昌樹『ローカルな法秩序』（勁草書房、2002年）
兼子仁『改訂版・自治体行政法入門』（北樹出版、2008年）
(78) 本稿は、「地方自治法制のパラダイム転換」研究会（文部科学省科学研究費補
助金・基盤研究（A））、および、全国町村会「広域行政と地域の自治組織に関する
検討チーム」における研究成果を反映している。
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倉沢進編『改訂版コミュニティ論』（放送大学教育振興会、2002年）
自治基本法研究会『地方自治基本法構想―住民が自治体を設立する―』（財・地方自
治総合研究所/全日本自治団体労働組合、1998年）
自治立法研究会編『市民立法総覧 直接請求編』（公人社、2003年）
島田恵司『分権改革の地平』（コモンズ、2007年）
須田春海『市民自治体―社会発展の可能性―』（生活社、2005年）
中川幾郎編『コミュニティ再生のための地域自治のしくみと実践』（学芸出版社、
2011年）
中田実・山崎文夫編『地域コミュニティ最前線』（自治体研究社、2010年）
名和田是彦『コミュニティの法理論』（創文社、1998年）
広井良典『コミュニティを問いなおす』（ちくま新書、2009年）
室井力編『住民参加のシステム改革』（日本評論社、2003年）
松下圭一『日本の自治・分権』（岩波書店、1996年）
森田朗・村上順編『住民投票が拓く自治―諸外国の制度と日本の現状』（公人社、
2003年）
寄本勝美『自治の形成と市民―ピッツバーグ市政研究』（東京大学出版会、1993年）
住民参加は発展するか（島田) 413
